様式第１号

入札参加資格審査申請書

令和　　年　　月　　日　
　岩手県知事　達　増　拓　也　様

申請者　住所又は主たる事務所の所在地　　　

名称及び代表者の氏名　　　　　　印

　盛岡地区職員公舎管理業務に係る一般競争入札に参加したいので、入札説明書３に定める下記書類を添付して申請します。

記

　　　

　添付書類

　１　法人その他の団体の概要を明らかにすることのできる書類（様式第２号）

　２　集合住宅管理実績書（様式第３号）

　３　定款、寄附行為又はこれらに準ずる規約を記載した書類

４　法人にあっては登記簿の謄本

５　納税証明書（申請書を提出する日の属する年の直前１年間における岩手県に納税した岩手県県税条例（令和３年岩手県条例第58号）第４条に掲げる税目及び消費税の滞納がないことの証明書）

(1)　各広域振興局（県税部・県税センター・県税室）発行納税証明書(様式第111号イ)（納税証明書交付請求書（様式第111号ア））

(2)　税務署発行（その３の３・「法人税」及び「消費税及び地方消費税」について未納税額のない証明用）

６　資本関係・人的関係に関する届出書（様式第４号）

７　1級又は2級建築士である有資格者の履歴書及び免状(写)

　８　防火管理者となり得る有資格者(甲種防火管理者)の経歴書及び講習修了証等（写）

　９　作業従事者への指導監督を行う者に係る履歴書（上記と同様であれば不要）

　10　業務実施体制（組織）図及び緊急時連絡体制図

　11　暴力団、暴力団員又はこれらと密接な関係を有する者に該当しないことの誓約書（様式第５号）
　12　業務履行にかかる誓約書（様式第６号）

様式第２号
団　体　概　要　書

	名称
	

	事務所の所在地
	

	代表者氏名
	

	従業者数
	

	１級又は２級建築士の数
	

	沿　　革
	

	主な業務内容
	

	連絡先
	氏名
	
	電話
	

	
	部署・職名
	
	FAX
	

	
	E-mailｱﾄﾞﾚｽ
	


様式第３号
集合住宅管理実績書

	住宅の名称
	所　在　地

（市町村名）
	戸　数

（戸）
	管理期間

（年数）
	所　有　者

（自社又は他社の別）

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	管理実績戸数
	
	


· 欄が不足する場合は、上記様式に準じて、用紙を追加してください。
様式第４号

資本関係・人的関係に関する届出書

令和　　年　　月　　日　

　岩手県知事　達　増　拓　也　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住所又は主たる事務所の所在地

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　名称及び代表者の氏名、印

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　このことについて、下記のとおり届出をします。

記

１　資本関係に関する事項

　(1) 親会社等（会社法（平成17年法律第86号）第２条第４号の２に規定するもの）

親会社等の有無    有　・　無　（どちらかに○）

	商号又は名称
	

	住所又は主たる事務所所在地
	

	電話番号
	


　(2) 子会社等（会社法第２条第３号の２の規定によるもの）のうち、盛岡地区職員公舎管理
業務に係る競争入札に参加する子会社等

子会社等の有無    有　・　無　（どちらかに○）

	商号又は名称
	

	住所又は主たる事務所所在地
	

	電話番号
	


２　人的関係に関する事項

盛岡地区職員公舎管理業務に係る競争入札に参加を予定している他の会社における役員兼任

役員兼任の有無　　有　・　無　（どちらかに○）

	役職・氏名
	

	兼任先
	商号又は名称
	

	
	役職
	


３　中小企業等協同組合に関する事項

中小企業等協同組合又はその組合員（会員）

該当の有無　　組合　・　組合員（会員）　・該当なし（いずれかに○）

	商号又は名称
	

	住所又は主たる事務所所在地
	

	電話番号
	


※　中小企業等協同組合法（昭和24年法律第181号）に規定する協同組合が届出を行う場合は、本書に全役員及び全組合員（会員含む）の名簿を添付すること。
様式第５号（表面）
令和　　年　　月　　日　

岩手県知事　　　　　　　　様
住所
商号又は名称
代表者氏名　　　　　　　　　 　　　　印
暴力団、暴力団員又はこれらと密接な関係を有する者に該当しないことの誓約書
私は、岩手県が岩手県暴力団排除条例（平成23年岩手県条例第35号。以下「条例」という。）に基づき、盛岡地区職員公舎管理業務にあたり、暴力団を利することとならないよう、暴力団、暴力団員及びこれらと密接な関係を有する者を排除していることについて、別紙参照の記載事項を読み了解した上で、下記事項について誓約します。
記
１　私は、条例第２条第２号に規定する暴力団、同条第３号に規定する暴力団員又はこれらと密接な関係を有する者のいずれにも該当しません。
２　私は、本誓約書１の該当の有無を確認するため、岩手県から追加資料の提出を求められたときは、別に指定する期日までに提出します。
３　私は、本誓約書１の該当の有無を確認するため、本誓約書、入札参加資格審査申請書その他の書類の全部又は一部（書類の記載内容の抜粋を含む。）を岩手県警察本部に提供することに同意します。
４　私は、岩手県警察本部からの通知又は岩手県からの照会に対する岩手県警察本部からの回答により、本誓約書１に該当することが確認された場合、盛岡地区職員公舎管理業務入札参加資格の不認定その他の排除措置に従います。
５　私は、盛岡地区職員公舎管理業務入札参加資格の不認定その他の排除措置を受けた場合、岩手県が住所又は所在地、氏名又は名称並びに排除措置理由及び内容を岩手県公式ホームページへの掲載その他の方法により公表することに同意します。
（Ａ４）
別紙（裏面）

―　参　照　―
１　暴力団
　　その団体の構成員（その団体の構成団体の構成員を含む。）が集団的に又は常習的に暴力的不法行為等を行うことを助長するおそれがある団体をいいます。
２　暴力団員
暴力団の構成員をいいます。
３　これらと密接な関係を有する者
暴力団又は暴力団員であることを知りながら、次に掲げる行為を行った者をいいます。
　(１)　暴力団員を役員等経営幹部とすることその他暴力団又は暴力団員を経営に関与させている者
　(２)　暴力団員を雇用している者
　(３)　暴力団又は暴力団員を代理人、受託者等として使用している者
　(４)　暴力団又は暴力団員に対して、金銭、物品その他財産上の利益を与える者
　(５)　暴力団又は暴力団員を問題の解決等のために利用する者
　(６)　暴力団又は暴力団員と密接な交際をする者
　(７)　暴力団又は暴力団員であること又は(１)から(６)の行為を行う者であると知りながら、その者に盛岡地区職員公舎管理業務の下請等をさせる者
	※岩手県暴力団排除条例（平成23年岩手県条例第35号）抜粋

（定義）
第２条　この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。

(１)　 ［略］
(２)　暴力団　暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号。以下「法」という。）第２条第２号に規定する暴力団をいう。
(３)　暴力団員　法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。
(４)～(６)　 ［略］
（県の事務における措置）
第６条　県は、公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律（平成12年法律第127号）第２条第２項に規定する公共工事の発注、物品の購入その他の県の事務（以下「公共工事の発注等」という。）により暴力団を利することとならないよう、公共工事の発注等から暴力団員及び暴力団又は暴力団員と密接な関係を有する者を排除するため必要な措置を講ずるものとする。
※　暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）抜粋
（定義） 
第２条 　この法律において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。 
１　［略］ 
２　暴力団　その団体の構成員（その団体の構成団体の構成員を含む。）が集団的に又は常習的に暴力的不法行為等を行うことを助長するおそれがある団体をいう。 
３ ～５　［略］ 
６ 　暴力団員　暴力団の構成員をいう。 
７及び８　［略］
 


様式第６号

業務履行にかかる誓約書

令和　　年　　月　　日　

　岩手県知事　達増　拓也　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住所又は主たる事務所の所在地

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　名称及び代表者の氏名、印

　岩手県が発注する「盛岡地区職員公舎管理業務」の入札に参加するに当たり、下記のとおり当社の状況を報告します。

記

１　国又は他の地方公共団体における同種業務の履行状況等

　(1)　過去5年間における契約解除の有無　　　【　有　・　無　】

　　　〔有の場合：そのてん末及び本県においては誠実に業務を履行する旨の誓約〕

　　　　※有の場合、当該契約解除通知の写しを添付すること

　(2)　過去5年間における指名停止処分の有無　【　有　・　無　】

　　　〔有の場合：そのてん末及び本県においては誠実に業務を履行する旨の誓約〕

　　　　※有の場合、当該指名停止通知の写しを添付すること

２　従業員の労働福祉の状況等

　(1)　雇用時の最低賃金（令和８年３月１日現在）

　　　　　　　　　　円　【　月額　・　日額　・　時間額　】

　(2)　過去５年間における賃金未払いの有無　　【　有　・　無　】

　　　〔有の場合：そのてん末及び本県においては同様の事態を生じさせない旨の誓約〕

　(3)　社会保険制度への加入状況等

　　ア　加入状況　【労働者災害補償保険・雇用保険・健康保険・厚生年金保険】

　　イ　未納の有無　　【　有　・　無　】
※注：【　】内は、該当するものに「○」印を付すこと。


